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記号の説明 

𝐷 燃焼容器径 [m] 

𝐷  ⽕源の代表径 [m] 

ℎ 衝⽴⾼さ [m] 

𝐿  平均⽕炎⾼さ [m] 

𝑛 燃焼容器数 [個] 

𝑚 質量 [kg] 

𝑄 発熱速度 [kW] 

𝑄  衝⽴のない場合の発熱速度 [kW] 

𝑄∗ 無次元発熱速度 [-] 

𝑅 実験装置の半径 [m] 

𝑆 ⽕源の分離距離 [m] 

∆𝑇 実験装置の中⼼軸に沿った温度 [K] 

𝑢  実験装置の中⼼軸に沿った上昇速度 [m/s] 

𝑉 電圧 [V] 

𝑣  実験装置の R の位置における接線⽅向速度 [m/s] 

𝑧  ⾼さ [m] 

Greek 

𝛼   3-3 式の係数 

𝛽   4-1 式の係数 

𝛤   循環 [m2/s] 

𝜃   衝⽴⾓度 [degree] 
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第１章 

緒論 
 

 

1. 1. はじめに 

⾸都直下地震の発⽣が懸念される中，⾸都直下地震に関する内閣府の報告書 1)で

は，⾸都圏の⽊造住宅密集市街における複数同時⽕災の発⽣によって広域⽕災に⾄

る危険性を指摘している．⽊造住宅の倒壊及び損壊は，延焼拡⼤を助⻑する．倒壊

した⽊造住宅において，複数同時⽕災が拡⼤して⾏く中で，互いに影響を及ぼす近

距離に複数個の⽕災が存在する場合，⽕災の融合が発⽣する．近距離に複数個の⽕

災が存在する場合において，⽕炎からの放射熱損失は互いに⽕炎に向き合う⾯では

⼩さくなる．また，⽕炎で囲まれる空間の温度は⾼くなるために強い浮⼒を有し，

中央部分で最も速度の⼤きな上昇気流をもつために，随伴空気はこの上昇気流に向

かって流れ込む．その際，⽕炎は随伴気流の影響を受けて傾斜するとともに，場合

によって⽕炎の融合が発⽣する 2)．上昇気流に向かう随伴空気の流れが⽕炎の接線

⽅向に⼤きく偏向すれば，融合した⽕炎に旋回流が供給され，旋回⽕炎が発⽣する

と考えられる．融合した旋回⽕炎は，燃料消費速度，すなわち発熱速度が増⼤する

と考えられ，延焼拡⼤を招く要因となり得る．⻩ら 3)は，⽕災旋⾵の発⽣には地表付

近で強い旋⾵が⽣じる必要があることを述べ，シミュレーションの結果から強い旋

⾵の発⽣には，上昇した気流が何らかの要因で下降し，上昇と下降を繰り返す機構

が重要であることを説明している．関東⼤震災後及び空襲において起きた⽕災旋⾵

では，被害規模が⼤きく，多数の死傷者が⽣じている 4-6）．しかしながら，複数同時

⽕災に起因した延焼拡⼤の抑⽌を考える上では，強い旋⾵がなくても随伴空気の偏
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向だけで容易に起きる融合した旋回⽕炎の燃焼性状を把握し，その危険性を理解し

ておく必要がある． 

また，商業施設のアトリウム・モールのような全天候型の⼤規模空間で開催され

るイベント及び展⽰会では，ブースや売店が複数あるために，⽕災時には短時間で

延焼拡⼤する可能性が考えられ，複数箇所からの同時⽕災が懸念される．上述した

ように複数同時⽕災は，融合した⽕災を引き起こすと考えられる．⼤容量空間の開

⼝部から給気，⾃然式及び機械式の換気があり，これらの流れが偏向すれば，融合

⽕炎の旋回が起きる可能性がある．このような⼤容量空間では，可燃物量及びその

⾯積が限られるため，上昇気流に基づく気流の上昇と下降を繰り返す機構が⽣じ難

く，関東⼤震災で⾒られたような⽕災旋⾵の起きる可能性はあまりないと考えられ

る．しかし，融合した旋回⽕炎も，⾼温⽕炎の渦柱が周囲に⼤きな輻射熱を与えつ

つ⾼く伸⻑するため，空間内に熱気及び煙が充満することになり，在館者の危険性

は⾼くなる．さらに，接炎及び空間内の熱気によって，上階への延焼及び建物躯体

の損傷が⽣じることになれば，その危険性はより増すことになる． 

⽊造住宅密集市街及びアトリウム・モールのような⼤規模空間における複数同時

⽕災の危険性を評価するために，複数⽕源の融合による旋回⽕炎の性状を明確にし

ておく必要がある．これまでに複数⽕源の融合による旋回⽕炎に関する研究例は，

⾮常に少なく，その燃焼性状は不明確であり，⽕災危険性を評価する指標がない．

以上の背景から，本論⽂では，⽕災安全対策に寄与することができる複数⽕炎の融

合による旋回⽕炎の条件を明らかにするとともに⽕炎⾼さを推定するこができるモ

デルの開発を⾏うことを⽬的とする． 
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1. 2. 既往の研究 

1. 2. 1 ⽕災旋⾵ 

⽕災旋⾵の研究の多くは，固定フレームによって旋回流が同伴空気によって誘

導されるタイプあるいは回転スクリーンによって機械的に誘導されるタイプによ

る研究に⼤きく分類される．これらの装置によって⽣じる⽕災旋⾵について，誘

導された流れが⽕炎の旋回を維持する能⼒に関して体系的な調査が⾏われ，細部

では異なることがあるが，多くの点で類似した結果が得られている．これまでの

固定フレームに関する⽕災旋⾵の研究では，Lei ら 7)は，⽕災旋⾵のプルームの温

度，速度(軸⽅向及び接線⽅向)，及び空気連⾏に関する実験結果を⽰している．ま

た，⽕災旋⾵の燃焼速度を周囲の循環及び⽕源径と結合する経験的モデルを提案

している．Satoh ら 8)は，四⾓形の固定フレームに 4 つの開⼝部を設けた装置によ

って，⽕災旋⾵の燃焼プロセスと旋回の安定性を⽀配する重要なパラメータのひ

とつは，固定フレームによって制御される同伴空気流であることを⽰している．

Yu ら 9)は，6 枚の衝⽴間に開⼝部を設けた実験を⾏い，⽕災旋⾵の燃焼継続時間

及び中⼼軸上の温度に及ぼす開⼝部の幅の影響を報告している．Coenen ら 10)は，

12 枚の衝⽴の⾓度を変えることで開⼝部を制御し，衝⽴⾓度と⽕災旋⾵の形状と

関係を包括的に調べるとともに，⾓度が狭い場合，質量減少が⼤きくなるが，⾓度

が閾値を超えて狭くなると，質量減少が減少することを報告している．Kuwana ら
11)は，単⼀⽕源(エタノール)かつ弱い循環下では，旋回⽕炎の⾼さは循環でなく発

熱速度に依存することを⽰している．半径⽅向に対して調整可能な⾓度あるいは

幅で配置された衝⽴による実験は，流れの循環を半径⽅向の速度に変化できるた

め，⾓速度と⽕源との関係を理解するのに役⽴つ． 

また，回転スクリーンを⽤いた研究もほとんどが単⼀⽕源によるものであり，

例えば，Emmons ら 12)は循環の増加にともなって⽕炎⾼さが⾼くなることを⽰し
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た．Lei ら 13)は，⽕炎形状と循環との関係を発熱速度の観点から報告している．

Sugawa ら 14)は，16 枚の衝⽴の⾓度を 10 deg.とした場合について，回転数及び回

転⽅向にともなう循環の変化が⽕炎形状及び⽕炎⾼さに与える影響を報告してい

る．固定フレーム及び回転スクリーンによるほとんどの研究では，単⼀⽕源の⽕

災旋⾵を扱っている． 

 

 

1. 2. 2 融合⽕炎 

⼤震⽕災において，延焼を防げなくなれば複数⽕源による⽕災から融合⽕炎に

⾄るとことが予想される．これまでの融合⽕炎の研究では，Putnam ら 15)は，⽕源

間距離の減少にともなう⽕炎⾼さの急速な増加を同伴空気によって説明している．

Huffman ら 16)は，軸対称に⽕源を配置し，⽕源間距離が⼩さい場合，燃焼速度が

⼤きくなるが，⽕源間距離が閾値を超えて⼩さくなると，燃焼速度が減少するこ

とを報告している．Liu ら 16)は，燃焼速度及び⽕炎⾼さの変化は，⽕源間距離が燃

料表⾯への熱フィードバックと燃焼ゾーンの空気流の両⽅に影響を与えることに

起因することを⽰している．また，Liu ら 18)は，⽕災が特定の範囲内で互いに近接

している場合，熱フィードバックの強化の効果は空気同伴よりも⼤きくなること

を報告している．Jiao ら 19)は随伴空気の制限の結果として，換気不⾜の燃焼が⽣

じることで，中⼼⽕災の熱フィードバックを弱めることを⽰している． 
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1. 2. 3 複数⽕源の融合による⽕災旋⾵ 

複数⽕源の融合した⽕災旋⾵に関する研究例は少なく，Soma ら 20)，Liu ら 21)及

び Dermer ら 22)は，⾃由空間において⾃⼰⽣成した旋回流に基づく融合した⽕災旋

⾵の実験的な観察を⾏い，複数⽕炎の相互関係を報告している．Satoh ら 23)は，四

⾓形の固体フレームの隅の１つに開⼝部を設けた実験装置によって 4 つの⽕源に

⾓速度を与え，複数⽕源の融合による⽕災旋⾵の挙動を報告し，⽕源間距離の拡

⼤にともなって，燃え尽き時間が増加することを⽰している．この関係は，⾃由空

間における⽕炎の融合挙動と類似している．この報告では，⾓速度成分が⽕炎相

互関係に及ぼす影響はあまり考慮されていないため，融合した⽕災旋回の現象論

的側⾯は依然不明確である．このギャップを埋めるにはさらなる実験的な検証が

必要である． 

 

 

1. 2. 4 ⽕炎⾼さ 

⾃由空間における単⼀の正⽅形及び円形の⽕源からの⽕炎⾼さは，McCaffrey 24)，

Zukoski ら 25)，または Heskestad 26)によって与えられた相関を使⽤して推定できる．

他⽅，これまでの融合⽕炎の⾼さの研究では，Sugawa ら 27), 28)は，無次元化した融

合⽕炎⾼さは，同伴空気の巻き込みを考慮し，⽕源間距離と⽕源径の関数として，

融合⽕炎⾼さを推定する簡単な経験式を開発している．Weng ら 29)は，⽕源群の⽕

炎⾼さの推定する経験式を開発している．Fukuda ら 30)は，⽕源群の融合⽕炎の測

定において，⽕炎の⾼さと発熱速度との関係を報告し，Kamikawa ら 31)は，Zukoski

ら 25)の提案式を参照することにより，⽕源群の融合⽕炎⾼さと無次元の発熱速度

との関係を⽰している．しかし，融合した⽕災旋⾵の⾼さを推定する場合，⽕源相
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互作⽤だけでなく循環の影響を考慮する必要があるため，融合⽕炎の⾼さの推定

式を直接的に導⼊することはできない． 

 

 

1. 2. 5 アトリウム及びモールの⽕災性状 

アトリウム及びモールのような⼤容量空間における⽕災性状は屋外(⾃由空間)

と似た性状を⽰し，燃料⽀配型で急速に拡⼤する．アトリウムを付する建物の建

設においては，建築基準法第 38 条（以前削除されていたが，改めて平成２７年６

⽉１⽇施⾏）の⼤⾂認定を活⽤することで，法令の要求以上の安全性を検証する

ことによって特殊な建設⽅法が認められている．そのため，⽕災安全性の基準及

び防災計画が建物毎によって異なる．上階への延焼を防ぐためには，想定⽕源に

よって⽕災⾼さを算出し，⽕炎⾼さに応じた壁の耐⽕性能と放射受熱量が規定さ

れている．成瀬 32）らが調査したアトリウムでは，壁は外壁並みの区画とし，各階

から出⽕した場合には，噴出した⽕炎の⾼さが開⼝に達しないこと，あるいは熱

気流の温度がガラスの破損する温度以下であることを上階延焼の危険性の判定基

準としていることを報告している． 

Su ら 33)及び Meroney 34)は，⽕災によって⼤容量空間における開⼝部及び給気に

よって空気流の偏向に導かれた⾓速度が⽕源に与えられた場合，アトリウム内で

旋回⽕炎が形成されることをシミュレーションによって指摘している．⼤容量空

間でイベント及び展⽰会が開催される場合にはブース及び売店が複数あることを

考慮すれば，この指摘から複数⽕源の融合による旋回⽕炎がアトリウム及びモー

ルで起きる可能性が考えられる．これまでに，このような旋回⽕炎を想定した上

階延焼可能性，建物躯体及び天井架橋に対する温度影響に関する評価は⾏われた

例はあまりない． 
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1. 3. 本研究の⽬的と意義 

この論⽂は，複数⽕源の融合による旋回⽕炎の発⽣条件を定量的に⽰すととも

に，⽕炎⾼さを推定するための計算モデルを開発し，そのモデル式の物理的な解

釈を⽰すことを⽬的としている．具体的には，最初に⽕炎の旋回性及び⽕炎⾼さ

は，衝⽴⾼さと発熱速度の相互関係によって決定されることを明確にする．次に，

この相互関係に基づいて，複数⽕源の融合による旋回⽕炎の発⽣条件を明らかに

するために作製した実験装置の妥当性を検証する．妥当性の⽰された実験装置に

よって融合した旋回⽕炎の発⽣条件を定量的に明らかにするとともに，⽕炎⾼さ

の計算モデを開発する．さらに，このモデルを活⽤することで，融合した旋回⽕炎

の旋回流を利⽤したアトリウムにおける新しい排煙⼿法を提案する． 

融合した旋回⽕炎の発⽣条件を定量的に明らかにすること及び⽕炎⾼さのモデ

ルを開発することに加えて，このモデルを活⽤した新しい排煙⼿法を提案するこ

とは，倒壊した⽊造住宅密集市街及びアトリウム・モールのような⼤規模空間に

おける複数同時⽕災の発⽣に際して，融合した旋回⽕炎に関する⽕災安全対策の

策定に寄与するところが⼤きい． 
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1. 4. 本論⽂の構成 

本論⽂は，5 章より構成される．第１章は「序論」であり，研究背景，関連する既

往研究を述べる．また，本研究の⽬的を述べる． 

第 2 章は「形成される旋回⽕炎の空間的な特性の実験的検討」であり，旋回⽕炎

の⽕炎⾼さ及び発熱速度の基本的な関係を説明し，⽕炎の旋回に必要な空間的要素

である衝⽴の⾓度及び⾼さの相互作⽤が⽕炎の旋回性及び⽕炎⾼さに及ぼす影響に

ついて述べる． 

第 3 章は「融合した旋回⽕炎の発⽣条件及び⽕炎⾼さの推定に関する検討」であ

り，第 2 章の結論に基づいて，複数⽕源の融合による旋回⽕炎の燃焼性状を明らか

にするために作製した実験装置の妥当性を明確にする．その上で，円周に沿って軸

対称に複数個の⽕源を配置した場合に発⽣する融合した旋回⽕炎の燃焼性状を実験

的に調べ，融合した旋回⽕炎の発⽣条件を述べるとともに，開発した⽕炎⾼さを推

定できるモデル式を説明する． 

第 4 章は「融合した旋回⽕炎の性状を利⽤した排煙⼿法の提案」であり，アトリ

ウム・モールの⽕災安全対策に寄与するものとして，開発した⽕炎⾼さを推定でき

るモデル式を活⽤し，融合した旋回⽕炎の旋回流を利⽤した新しい排煙⼿法の提案

することを⽬的として，アトリウムを対象としたケーススタディについて述べる． 

第 5 章は「総括」であり，各章の総括を述べる． 
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第２章 

形成される旋回⽕炎の空間的な特性の実験的検討 
 

 

2. 1. はじめに 

形成される旋回⽕炎の性状に与える空間的な特性の実験的検討を⾏う．旋回⽕炎

については， Kuwana ら 1)，⽥中ら 2)，Dobashi ら 3)及び原⽥ら 4)の報告により，安定

して維持できる条件が分かってきている．当該研究室では，これまで燃焼による均

⼀な随伴空気の流れを⽕源に供給するために衝⽴を設けた実験装置によって，旋回

⽕炎の形成条件を調べてきた．衝⽴は，随伴空気の流れを接線⽅向の流れに変化で

き，その流れが旋回流を⽕炎に与える．また，衝⽴の⾓度を変化させることで，旋回

流の強さを⽰す指標の⼀つである循環(Γ)を変化させることが可能になる．この場合，

衝⽴間の開⼝部の断⾯積を⼩さくすることにより，より⼤きい循環を⽕源に与える

ことが可能になると考えられる．そこで，本章では分離距離のある複数⽕源のよう

に⽕源間に随伴気流が流れ込むことがない単⼀⽕源を⽤い，旋回⽕炎の⽕炎⾼さ及

び発熱速度の基本的な関係を説明し，⽕炎の旋回に必要な空間的要素である衝⽴の

⾓度及び⾼さの相互作⽤が⽕炎の旋回性及び⽕炎⾼さに及ぼす影響を明確にする． 
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2. 2. 実験装置及び⽅法 

2. 2. 1 実験装置 

図 2-1 に実験装置を⽰す．この装置は，16 枚の薄い衝⽴板（⼱: 86 mm）により

半径(R = 432 mm)の円周上に正 16 ⾓形を形成し，衝⽴は半径⽅向に対して同じ⽅

向に傾斜させることにより，均⼀な随伴流を⽕源に与えた．衝⽴間の開⼝部は，⼩

さい断⾯積にするために衝⽴数を 16 枚とした．ステンレス製の燃焼容器の上端は，

装置底部に敷いた砂表⾯と同じ⾼さにした．燃焼容器の直径(内径, D)は，75，90

及び 150 mm とした．衝⽴の⾼さ(h)は，200，500，800 及び 1000 mm とし，⽐較

のため衝⽴のない場合についても実施した．衝⽴⾓度(θ)は，10，20 及び 50 deg.と

した． 

燃焼容器は，ロードセルを設置した鉄板上にセラミック板を介して配置した．

セラミック板は，ロードセルの使⽤可能な温度範囲を超えないようにするために

⽤いた．ロードセルに垂直荷重を与えるようにするため，ロードセルは鉄板間に

⽔平に取り付けた後，セラミック板及び燃焼容器底⾯と⽔平になるように設置し

た．また，敷いた砂の荷重がロードセルの指⽰値に影響しないようにするために，

燃焼容器，セラミックボード及びロードセルは砂と接触しない構造の装置とした． 

 

  



16 
 

  

 
図 2-1 実験装置 

(h: 衝⽴⾼さ [m], D: 燃焼容器径 [m],  

R: 装置中⼼から衝⽴中⼼までの距離 [m], θ: 衝⽴⾓度 [degree]) 
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2. 2. 2 ⽕炎形状及び⽕炎⾼さ 

⽕炎形状及び平均⽕炎⾼さは，ビデオカメラ(SONY HDR-CX535)により 30 fps

で実験を記録し，決定した．平均⽕炎⾼さについては，発熱速度の算出に⽤いた期

間内の連続した 15 秒間(450 コマ)の結果を平均して得た． 

 

 

2. 2. 3 発熱速度 

燃焼中の燃料の質量減少は，3 つのロードセル(共和電業，LMA-A-10N, 定格容

量: 10 N)により 1 秒間隔で測定し，定常状態の 120 秒間のデータと液体燃料の単

位発熱量から発熱速度を算出した．ここでは，120 秒間の発熱速度の平均値を発熱

速度(𝑄)として扱う．液体燃料の 2-propanol 及び n-heptane の単位発熱量はそれぞ

れ 30.46 kJ/g 及び 44.56 MJ/kg である． 

3 つのロードセルからの出⼒された電圧は，データロガー(KEYENCE NR-500)

によって和算することによって取得した．予め取得した質量(𝑚)と電圧(V)との関

係を線形近似した換算式(2-1 式)によって質量を得た． 

𝑚  513.29 𝑉                                                                    2 1  

ここで 

𝑚: 質量 [kg] 

V: 和算した電圧値 [V] 

である．  
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2. 2. 4 実験装置の中⼼軸上の温度 

実験装置中⼼軸上の温度は，K 型熱電対(線芯 φ 0.32 mm)を⽤いて，図 2-2 に⽰

すように燃焼容器の上端から⾼さ 1,500 mm までを 100 mm 間隔で測定した．熱電

対は燃焼容器の上端から⾼さ 50 mm の箇所にも設置した．また，外気温度は実験

装置外に設置した K 型熱電対(線芯 φ 0.32 mm)によって得た．中⼼軸上の温度は，

1 秒間隔でデータロガー(YOKOGAWA, MX-100)によって測定し，発熱速度の算出

に⽤いた期間と同じ期間の平均値により算出した． 
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図 2-2 熱電対の設置箇所 

(h: 衝⽴⾼さ [m]) 
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2. 3. 実験結果及び考察 

2. 3. 1 ⽕炎形状 

表 2-1 及び 2-2 に，それぞれ 2-propanol 及び n-heptane を⽤いた場合において，

衝⽴⾼さ(h)に対する⽕炎形態の変化を⽰す．表 2-1(a)，(b)及び(c)は，それぞれ衝

⽴⾓度(θ)が 10，20 及び 50 deg.の場合を⽰している．⽕源径は 75，90 及び 150 mm

とし，衝⽴⾼さは，0，200，500，800 及び 1000 mm とした． 

⽬視観察によれば⽕炎は，⽕炎基部から先端まで旋回(①)，⽕炎基部で旋回＋⽕

炎先端で拡散(②)，⽕炎基部でねじれ＋⽕炎先端で拡散(③)，傾斜あるいは歳差運

動した⽕炎(④)，旋回及びねじれのない直⽴⽕炎(⑤)の 5 つの形状に分類できた．

以下，①の⽕炎を旋回⽕炎と呼ぶ． 

2-propanol においては，旋回⽕炎(①)は，いずれの⽕源径とも，θ = 10 及び 20 

deg.において観察され，θ = 50 deg.において観察されなかった．n-heptane におい

ても同様に，旋回⽕炎は θ = 10 及び 20 deg.において観察され，θ = 50 deg.におい

て観察されなかった．また，D = 150 mm の場合，旋回⽕炎は発⽣しなかった．2-

propanol と n-heptane の結果は，旋回⽕炎の形成する際には，⾼い衝⽴及び⼩さい

衝⽴⾓度が必要であることを⽰している． 

 

  



21 
 

 

 

  

表 2-1 旋回⽕炎の発⽣範囲 (2-propanol) 

 
(a) θ = 10 deg. 

 

 
(b) θ = 20 deg. 

 

 
(c) θ = 50 deg. 
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表 2-2 旋回⽕炎の発⽣範囲 (heptane) 

 
(a) θ = 10 deg. 

 

 
(b) θ = 20 deg. 

 

 
(c) θ = 50 deg. 
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2. 3. 2 ⽕炎⾼さ 

図 2-3 に，2-propanol を⽤いた場合において，衝⽴⾼さ(h)と平均⽕炎⾼さ(Lm)の

関係を⽰す．図 2-3 は，衝⽴⾓度(θ)が 10，20 及び 50 deg.の場合を⽰している．

旋回⽕炎が観察された θ = 10 及び 20deg.においては，衝⽴の存在は⽕炎⾼さを伸

⻑させていることがわかる．この際，⽕炎⾼さが衝⽴⾼さに近づくあるいは超え

ると旋回⽕炎は発⽣しない．他⽅，θ = 50 deg.の場合には⽕炎の先端を超えて随伴

気流を供給しても旋回⽕炎が⽣じないことがわかる．また，⽕炎⾼さは，衝⽴⾼さ

が変化してもほぼ⼀定値である．つまり，この衝⽴⾓度の場合，開⼝部断⾯積が θ 

= 10 及び 20 deg.の場合と異なり，⾃由空間の燃焼と同様な換気⽀配型の燃焼にな

っていると考えられる． 

図 2-4 に，n-heptane を⽤いた場合において，衝⽴⾼さ(h)と平均⽕炎⾼さ(Lm)の

関係を⽰す．図 2-4 は θ = 10，20 及び 50 deg.の結果を⽰している．n-heptane の場

合も 2-propanol の場合と同様に，衝⽴の存在は⽕炎⾼さを伸⻑させ，⽕炎⾼さが

衝⽴⾼さに近づくあるいは超えると旋回⽕炎は発⽣しないことがわかる．この結

果は，旋回⽕炎の形成においては，衝⽴による開⼝部を介した随伴気流が⽕炎先

端を超えて供給される必要があることを⽰している．すなわち，ウェブ公開され

ているブッシュ⽕災で起きた旋回⽕炎の動画で⾒られるように，上⽅に伸びた⽕

炎では，⽕炎先端以上の上⽅に，⾓度をつけた衝⽴の効果と同じような速度の⼤

きい偏向した随伴空気が供給されていると⾒ることができる．また，⽕炎の伸⻑

には，未燃のガスが⽕炎先端に運ばれる必要があるが，衝⽴が⾼くなり空気の流

⼊量が制限されたことで，未燃のガスが⽕炎先端まで運ばれたものと考えられる．

ブッシュ⽕災の場合には，旋回⽕炎周囲のブッシュの燃焼にともなった未燃ガス

が同様に⽕炎上⽅に供給されたものと考えられる． 
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他⽅，θ = 50 deg.の場合には⽕炎の先端を超えて随伴気流を供給しても旋回⽕炎

が⽣じないことから，⾃由空間の燃焼と同様な換気⽀配型の燃焼になっていると

考えられる．つまり，θ = 50 deg.の燃焼性状は，10 及び 20 deg.の場合と燃焼性状

が異なっていると考えられる． 
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(a) θ = 10 deg. 
 

 

(b) θ = 20 deg. 
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(c) θ = 50 deg. 

図 2-3 衝⽴⾼さと平均⽕炎⾼さとの関係 (2-propanol) 
(h: 衝⽴⾼さ [m], Lm: 平均⽕炎⾼さ [m],  

D: 燃焼容器径 [m], θ: 衝⽴⾓度 [degree]) 
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(a) θ = 10 deg. 
 

 

(b) θ = 20 deg. 
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(c) θ = 50 deg. 

図 2-4 衝⽴⾼さと平均⽕炎⾼さとの関係(heptane) 
(h: 衝⽴⾼さ [m], Lm: 平均⽕炎⾼さ [m],  

D: 燃焼容器径 [m], θ: 衝⽴⾓度 [degree]) 
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2. 3. 3 ⽕炎の温度減衰 

図 2-5 及び 2-6 は，それぞれ 2-propanol 及び n-heptane における場合の実験装置中

⼼軸に沿った z/𝑄 / と∆T の関係の結果を⽰している．この図は，浮⼒によって駆動

される⽕炎の中⼼軸に沿った温度減衰の特性に基づいて整理した結果である．図に

は，代表例として θ = 10 deg.の場合における D = 75，90 及び 150 mm の結果を⽰し

た．⽐較のため，McCaffrey5)により報告されている拡散⽕炎のモデルを併記した． 

図 2-5 の 2-propanol の場合，旋回⽕炎はいずれの D においても h = 800 及び 1000 

mm において⽣じているが，この h の範囲では旋回⽕炎の発⽣範囲における温度減

衰の開始点は，いずれも z/𝑄 /  = 0.15-0.2 付近であり，McCaffrey の拡散⽕炎モデル

と⽐較して⼤きい値であることがわかる．これは，旋回⽕炎が McCaffrey の拡散⽕

炎モデルに⽐べて，連続⽕炎領域が拡⼤し，間歇⽕炎領域が縮減したことを⽰して

いる．また，この h の範囲では，プリューム領域の温度減衰が，McCaffrey の拡散⽕

炎モデルに⽐べて速いことがわかる． 

図 2-6 の n-heptane の場合，旋回⽕炎は D =75 及び 90 mm において h = 500，800 及

び 1000 mm において⽣じているが，2-propanol の場合と同様に旋回⽕炎の発⽣範囲

における温度減衰の開始点は，いずれも z/𝑄 /  = 0.15 〜 0.2 付近であり，McCaffrey

の拡散⽕炎モデルと⽐較して⼤きいことがわかる．プリューム領域の温度減衰が，

McCaffrey の拡散⽕炎モデルに⽐べて速いことがわかる．以上のことから，旋回⽕炎

の特徴として，旋回⽕炎の発⽣範囲では発熱速度の⼤きさに依存なく，連続⽕炎領

域の拡⼤にともなう間歇⽕炎領域の縮⼩，プリューム領域の温度減衰の促進が挙げ

られる． 

なお，旋回⽕炎の発⽣範囲以外において，McCaffrey の拡散⽕炎モデルよりΔT の

極めて⼩さい例が複数認められる．これらの⽕炎は，歳差運動及び傾斜したために，

熱電対を設置した軸上に⽕炎が継続して存在しなかったことに起因している． 
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(c) D = 150 mm 
 

図 2-5 実験装置中⼼軸上の温度減衰 (2-propanol, θ = 10 deg.) 
(z: ⾼さ [m], 𝑄: 発熱速度 [kW], D: 燃焼容器径 [m], ΔT: 温度 [K], 

h: 衝⽴⾼さ [m], θ: 衝⽴⾓度 [degree]) 
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(c) D = 150 mm 
 

図 2-6 実験装置中⼼軸上の温度減衰 (n-heptane, θ = 10 deg.) 
(z: ⾼さ [m], 𝑄: 発熱速度 [kW], D: 燃焼容器径 [m], ΔT: 温度 [K], 

h: 衝⽴⾼さ [m], θ: 衝⽴⾓度 [degree]) 
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2. 3. 4 発熱速度 

図 2-7 に，2-propanol を⽤いた場合における衝⽴⾼さ(h)と発熱速度(𝑄)の関係を

⽰す．図 2-7 は，衝⽴⾓度(θ)が 10，20 及び 50 deg.の場合を⽰している．θ = 10 及

び 20deg.の場合，衝⽴⾼さの増加に伴って発熱速度は⼤きくなる傾向にあり，旋

回⽕炎の発⽣範囲では，発熱速度が h = 0 mm，すなわち⾃由空間における場合に

⽐較して⼤きくなっていることがわかる． 

図 2-8 に，n-heptane を⽤いた場合における衝⽴⾼さ(h)と発熱速度(𝑄)の関係を

⽰す．図 2-8 は，衝⽴⾓度(θ)が 10，20 及び 50 deg.の場合を⽰している．n-heptane

の場合も 2-propanol と同様に，θ = 10 及び 20 deg.の場合における旋回⽕炎の発⽣

範囲では，発熱速度が h = 0 mm，すなわち⾃由空間における場合に⽐較して⼤き

い．旋回⽕炎の発⽣には⼤きい発熱速度が必要であるが，D = 150，h ≤ 500 mm で

は，発熱速度が⼤きいにもかかわらず，旋回⽕炎が発⽣していない．この結果は，

旋回⽕炎は衝⽴⾼さに⾒合った発熱速度によって発⽣することを⽰している．そ

のため，n-heptane に⽐べて単位発熱量の⼩さい 2-propanol の場合には，より広範

囲の条件で旋回⽕炎が発⽣したものと考えられる．n-heptane の場合，衝⽴⾼さを

⾼くすれば，旋回⽕炎の発⽣範囲は拡⼤すると考えられる． 

θ = 50 deg.の場合，2-propanol 及び n-heptane とも発熱速度の⼤きさにかかわら

ず，旋回⽕炎が発⽣していない．これは，2.3.3 項で⽰したように，⾃由空間の燃

焼と同様な換気⽀配型の燃焼であることに起因していると考えられる．⼤きい断

⾯積をもつ θ = 50 deg.の場合には，随伴空気の速度の速度が⼩さくなるとともに，

⽕炎に流れ込む随伴空気の流量が多くなるために，⾃由空間と類似した燃焼性状

を⽰すと考えられる． 
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(a) θ = 10 deg. 
 

 
(b) θ = 20 deg. 
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(c) θ = 50 deg. 

図. 2-7 衝⽴⾼さと発熱速度 (2-propanol) 
(h: 衝⽴⾼さ [m], 𝑄: 発熱速度 [kW], D: 燃焼容器径 [m], θ: 衝⽴⾓度 [degree]) 
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(a) θ = 10 deg. 
 

 
(b) θ = 20 deg. 
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(a) θ = 10 deg. 
 

 
(b) θ = 20deg. 
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(c) θ = 50 deg. 

図 2-8 衝⽴⾼さと発熱速度 (n-heptane) 
(h: 衝⽴⾼さ [m], 𝑄: 発熱速度 [kW], D: 燃焼容器径 [m], θ: 衝⽴⾓度 [degree]) 
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2. 3. 5 旋回⽕炎の発⽣条件 

⽕炎の旋回には，衝⽴⾼さと発熱速度が関係することが明らかになった．図 2-

9 は，発熱速度と平均⽕炎⾼さとの関係を⽰している．横軸は発熱速度(𝑄)と衝⽴

のない場合の発熱速度(𝑄 )の⽐率，縦軸は衝⽴⾼さ(h)と平均⽕炎⾼さ(Lm)との⽐

率を⽰している．この図は，図 2-7 及び 2-8 の結果に基づいている．図 2-9 (a)及び

(b)は，それぞれ 2-propanol 及び n-heptane の場合を⽰している． 

図 2-9(a)に⽰すように 2-propanol の場合，旋回⽕炎を形成するには h/Lm > 1.1 か

つ𝑄/𝑄  > 1.6 であることがわかる．また，図 2-10(b)に⽰すように n-heptane の場

合，旋回⽕炎を形成するには h/Lm > 1.1 かつ𝑄/𝑄  > 1.4 であることがわかる．図 2-

9(b)では，h/Lm > 0.8 においても旋回⽕炎が発⽣しているが，これは衝⽴⾼さを超

えて⽣じた旋回⽕炎であることから，今回の旋回⽕炎の発⽣範囲からは除外した． 

以上の結果から，θ = 10 及び 20 deg.の場合における旋回⽕炎の発⽣条件は，2 つ

の液体燃料の共通部分 2-propanol∩n-heptane を満たす必要があることから，衝⽴

⾼さと発熱速度の関係がそれぞれ h/Lm > 1.1 及び𝑄/𝑄  > 1.6 であることがわかる． 

 

  



40 
 
  

 
(a) 2-propanol 

 
(b) n-heptane 

 

図 2-9 発熱速度と平均⽕炎⾼さとの関係 

(h: 衝⽴⾼さ [m], Lm: 平均⽕炎⾼さ [m], 𝑄: 発熱速度 [kW], 

 𝑄 : 発熱速度(衝⽴なし) [kW]) 
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2. 4. 結⾔ 

⽕炎の旋回には，衝⽴⾼さと発熱速度が関係することを定量的に⽰し，衝⽴⾼さ

と発熱速度との関係によって，⽕炎の旋回性及び⽕炎⾼さが決定されることを明確

にした．本章における検討の結果は，以下のようにまとめられる． 

(1) 形成された⽕炎は，⽬視観察によって以下の 5 つの形状に分類できた． 

① 旋回⽕炎（⽕炎基部から先端まで旋回） 

② ⽕炎基部で旋回＋⽕炎先端で拡散 

③ ⽕炎基部でねじれ＋⽕炎先端で拡散 

④ 傾斜あるいは歳差運動 

⑤ 旋回及びねじれのない直⽴⽕炎 

(2) 旋回⽕炎は，θ = 10 及び 20 deg.において発⽣した． 

(3) 旋回⽕炎は，McCaffrey モデルの拡散⽕炎に⽐べて連続⽕炎領域の範囲が増加

し，間歇⽕炎領域の範囲が縮減した． 

(4) 基部から先端まで旋回する⽕炎の発⽣条件は，衝⽴⾼さと発熱速度の関係が

それぞれ h/Lm > 1.1 及び𝑄/𝑄  > 1.6 である． 
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第 3 章 

融合した旋回⽕炎の発⽣条件及び 

⽕炎⾼さの推定に関する検討 
 

 

3. 1. はじめに 

複数⽕源の融合による旋回⽕炎に関する研究例はほとんどなく，その性状は不明

確なままである．そのため，融合した旋回⽕炎の⽕炎⾼さを推定する⼿法がない．

本章では，円周に沿って軸対称に複数個の⽕源を配置した場合に発⽣する融合した

旋回⽕炎の燃焼性状を調べ，融合した旋回⽕炎の発⽣条件を明確にするとともに平

均⽕炎⾼さを推定するモデル式を提案する．また，この実験に先⽴って，融合した

旋回⽕炎の燃焼性状を調べるための実験装置に対して，第 2 章において⽰した旋回

⽕炎の発⽣条件である，衝⽴⾼さと発熱速度の関係がそれぞれ h/Lm > 1.1 及び𝑄/𝑄 > 

1.6 であることを検証し，実験装置の妥当性を評価する． 
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3. 2. 実験装置の妥当性の検討 

3. 2. 1 実験装置及び⽅法 

本章で⽤いる実験装置の空間的特性において，複数⽕源の融合による旋回⽕炎

の発⽣に関する妥当性を検証するために，衝⽴⾼さ(h) = 900 mm，燃焼容器数(n) 

= 6, 4 及び 3，燃焼容器径(D) = 38 mm(⾼さ 20 mm 及び壁厚 0.1 mm)，分離距離(S) 

= 0 mm，液体燃料: 2-propanol とした場合に，衝⽴⾼さと発熱速度がそれぞれ h/Lm 

> 1.1 及び𝑄/𝑄  > 1.6 の関係が成り⽴つのかについて調べた． 

実験装置の概略を図 3-1 に⽰す．この装置は，16 枚の薄い衝⽴板により半径(R 

= 253 mm)の円周上に正 16 ⾓形を形成し，衝⽴は半径⽅向に対して同じ⽅向に傾

斜することにより，旋回流を⽕源に与える．衝⽴⾓度(θ)は，10，20 及び 45 deg.と

した．衝⽴板は，100 mm (⼱)× 900 mm (⾼)× 4 mm (厚)の中質繊維板とし，前⾯

部の衝⽴板 5 枚は⽕炎の観察のため，無⾊透明のポリカーボネート板とした．燃

焼容器と電⼦天秤との間の断熱は，電⼦天秤上にセラミック板(⼀辺 110 mm，厚

さ 50 mm)及びケイ酸カルシウム板(半径 200 mm，厚さ 15 mm)を挿⼊することに

よって⾏った． 

図 3-2 に⽰すように，⽕源は実験装置の底板上の中⼼から半径 r の円周に沿っ

て軸対称に分離距離(S) = 0 mm として，複数個設置した．燃焼中の燃料の質量減

少は，電⼦天秤(A&D, GX-6002A)により 1 秒間隔で測定し，定常状態の 90 秒間の

データと単位発熱量(30.46 kJ/g)から発熱速度を算出した．⽕炎の形状及び⾼さは，

⾼速ビデオカメラ(Photron, FASTCAM Mini AX200)により 50 fps で実験を記録し，決

定した．平均⽕炎⾼さは，発熱速度の算出に⽤いた期間内の連続した 6 秒間の結果を

平均して得た． 
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図 3-1 実験装置概略 

(θ: 衝⽴⾓度 [degree], R: 実験装置半径 [m]) 

 

 

 

図 3-2 燃焼容器の配置の代表例(S = 0) 

(D: 燃焼容器直径 [m], R: 実験装置半径 [m],  

S: 分離距離 [m], n: 燃焼容器数 [個]) 
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3. 2. 2 実験結果及び考察 

図 3-3 に発熱速度と平均⽕炎⾼さの関係を⽰す．図中の⽩抜きのドットは，複

数の燃焼容器による実験の結果を⽰している．塗りつぶしのドットは，図 2-10(a) 

2-propanol の結果を引⽤している．横軸は融合した旋回⽕炎の発熱速度(𝑄)と衝⽴

のない場合における融合した⽕炎の発熱速度(𝑄 )の⽐率，縦軸は衝⽴⾼さ(h)と平

均⽕炎⾼さ(Lm)との⽐率を⽰している． 

θ = 10 及び 20 deg では融合した旋回⽕炎が発⽣し，45 deg.では融合した弱い旋

回⽕炎が発⽣した．融合した旋回⽕炎の発⽣は，燃焼容器数に依存していなかっ

た．図 3-3 から，融合した旋回⽕炎は，h/Lm > 1.1 かつ𝑄/𝑄  > 1.6 の関係を満たし，

融合した弱い旋回⽕炎は満たしていないことが分かった．これは，図 3-1 の実験

装置が融合した旋回⽕炎の発⽣条件を明らかにするために適切であることを⽰し

ている．以下では，この実験装置に基づいて，融合した旋回⽕炎の発⽣条件を調べ

ることにする． 
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図 3-3 発熱速度と平均⽕炎⾼さの関係 

(h: 衝⽴⾼さ [m], Lm: 平均⽕炎⾼さ [m], 𝑄: 発熱速度 [kW], 

 𝑄 : 発熱速度(衝⽴なし) [kW], θ: 衝⽴⾓度 [degree] ) 
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3. 3. 融合した旋回⽕炎の発⽣条件に関する実験 

3. 3. 1 実験装置 

実験装置の概略を図 3-1 に⽰す．この実験装置は，3.2.1 項で⽰したものと同じ

ものである．16 枚の薄い衝⽴板により半径(R = 253 mm)の円周上に正 16 ⾓形を形

成し，衝⽴は半径⽅向に対して同じ⽅向に傾斜することにより，旋回流を⽕源に

与える．衝⽴⾓度(θ)は，10，20，45 及び 60 deg.とした．衝⽴板は，100 mm (⼱)× 

900 mm(⾼)× 4 mm(厚)の中質繊維板とし，前⾯部の衝⽴板 5 枚は⽕炎の観察のた

め，無⾊透明のポリカーボネート板とした．燃焼容器と電⼦天秤との間の断熱は，

電⼦天秤上にセラミック板(⼀辺 110 mm，厚さ 50 mm)及びケイ酸カルシウム板(半

径 200 mm，厚さ 15 mm)を挿⼊することによって⾏った． 

図 3-4 に⽰すように，⽕源は実験装置の底板上の中⼼から半径 r の円周に沿っ

て軸対称に複数個設置した．燃焼容器数(n)は，6，4 及び 3 とした．1 個の燃焼容

器の⼤きさは，内径(D)38 mm，⾼さ 20 mm 及び壁厚 0.1 mm とした．⽕源の分離

距離(S)は，r から算出した．燃料には，2-propanol を⽤いた． 

 

3. 3. 2 発熱速度 

燃焼中の 2-propanol の重量減少は，電⼦天秤(A&D, GX-6002A)により 1 秒間隔

で測定し，この結果から発熱速度を計算した．質量減少は移動平均によって平滑

化され，発熱速度が時間に⼤きく依存しない定常状態の時間幅で任意の 90 秒の期

間を選択し，この期間に測定された平均の質量減少と 2-propanol の単位発熱量

(30.46 kJ/g)から発熱速度を算出した． 
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3. 3. 3 実験装置の中⼼軸上の温度及び上昇速度 

図 3-5 に⽰すように実験装置中⼼軸上の温度は，K 型熱電対(線芯 φ 0.32 mm)を

⽤いて，燃焼容器の上端から⾼さ 1,200 mm までを 50 mm 間隔で測定した．実験

装置中⼼軸上の上昇速度は，⼆⽅向管に接続した微差圧計(Validyne，DP103-10-N-

3-S-4-D)のデータに密度補正を⾏い算出した．⼆⽅向管は，図 3-6 に⽰すように容

器上端の 100 mm の⾼さから 750 mm の⾼さまでを 50 mm 間隔で垂直⽅向に配置

した．温度及び上昇速度は，1 秒間隔で測定し，発熱速度の算出に⽤いた期間と同

じ期間の平均値により算出した． 
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図 3-4 燃焼容器の配置 

(D: 燃焼容器直径 [m], r: 実験装置中⼼から燃焼容器のまでの距離 [m],  

R: 実験装置半径 [m], S: 分離距離 [m]) 
 

 

図 3-5 熱電対の設置⾼さ 
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図 3-6 ⼆⽅向管の設置⾼さ 
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3. 3. 4 実験装置開⼝部における接線⽅向速度 

図 3-7 に⽰すように実験装置の衝⽴間の開⼝部における接線⽅向速度(vs)は，衝

⽴に対して図中の⽮印の⽅向に流⼊する R 上の速度を熱線⾵速計(Testo，435-4)で

測定した．熱線⾵速計は，容器上端 50 mm から 750 mm の⾼さまで 50 mm 間隔で

配置した．接線⽅向速度は，1 秒間隔で測定し，発熱速度の算出に⽤いた期間と同

じ期間の平均値により算出した． 

 

 

3. 3. 5 ⽕炎形状及び⽕炎⾼さ 

⽕炎形状及び平均⽕炎⾼さは，⾼速ビデオカメラ(Photron, FASTCAM Mini 

AX200)により 50 fps で実験を記録し，決定した．平均⽕炎⾼さは，発熱速度の算

出に⽤いた期間内の連続した 6 秒間(300 コマ)の結果を平均して得た． 
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図 3-7 熱線⾵速計の設置位置(⽮印先端) 

(D: 燃焼容器直径 [m], r: 実験装置中⼼から燃焼容器のまでの距離 [m],  

R: 実験装置半径 [m], S: 分離距離 [m]) 

 

 

図 3-8 熱線⾵速計の設置⾼さ 
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3. 4. 実験結果及び考察 

3. 4. 1 ⽕炎形状 

図 3-9 に衝⽴⾓度(θ)に対する⽕炎形態の変化を⽰す．燃焼容器数(n)は 6，4 及

び 3 である．無次元化した⽕源間隔 S/D は，燃焼容器の分離距離と燃焼容器の内

径の⽐である．⽐較のため，衝⽴のない場合，すなわち⾃由空間における結果も⽰

した． 

⽬視観察により融合した旋回⽕炎(MFW: Merging fire whirl)，融合した弱い旋回

⽕炎(WMFW: Weak merging fire whirl)，融合⽕炎(MF: Merging fire)及び融合しない

⽕炎(UM: Unmerging)の 4 つの形状に⼤きく分割できた．融合した旋回⽕炎は，い

ずれの n とも，θ = 10 及び 20 deg.の⼩さい S/D において観察された．これらの融

合した旋回⽕炎は，S/D の増加にともなって融合した弱い旋回⽕炎を経て独⽴し

た⽕炎に移⾏した．この弱い融合⽕炎は，歳差運動を伴うことがあった．また，θ 

= 45 及び 60 deg では，融合した旋回⽕炎は発⽣しなかった．45 deg.の場合，⼩さ

い S/D において融合した弱い旋回⽕炎が観察された．融合した弱い旋回⽕炎は，

S/D の増加にともなって独⽴した⽕炎に移⾏した．60 deg.の場合，衝⽴のない場合

(⾃由燃焼)と同様に融合した⽕炎が⼩さい S/D において観察され，融合⽕炎は，

S/D の増加にともなって独⽴した⽕炎に移⾏した．以上のことから，融合した旋回

⽕炎の発⽣条件は，θ = 10 及び 20 deg.の⼩さい S/D であることが明らかになった． 

n = 6 における θ = 10 及び 20 deg.の場合には，融合した旋回⽕炎は 0 ≤ S/D ≤ 0.13

の範囲で発⽣した．n = 4 における θ = 10 及び 20 deg.の場合には，融合した旋回⽕

炎はそれぞれ 0 ≤ S/D ≤ 0.04 及び 0 ≤ S/D ≤ 0.08 の範囲で発⽣した．また，n = 3 に

おける θ = 10 及び 20 deg.の場合には，融合した旋回⽕炎はそれぞれ S/D = 0 及び 0 

≤ S/D ≤ 0.05 の範囲で発⽣した．この結果は，n の減少に伴って融合した旋回⽕炎

の発⽣範囲が狭くなることを⽰している． 
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図 3-10 に衝⽴⾓度(θ)に対する定常状態における⽕炎の概観の変化を⽰す．燃焼

容器数(n)は 6，4 及び 3 である．この図には，各衝⽴⾓度における S/D の⼩さい

場合の結果を⽰している．また，⽐較のため，衝⽴のない場合，すなわち⾃由空間

における結果を⽰した． 

n = 6 の場合の⽕炎は，θ = 10 及び 20 deg.では融合した旋回⽕炎，θ = 45 deg.で

は融合した弱い旋回⽕炎，θ = 60 deg.及び⾃由空間では融合⽕炎をそれぞれ⽰して

いる．θ = 20 deg.における融合した旋回⽕炎は，10 deg.に⽐べて⽕炎基部から先端

にかけて⽕炎の収束が強化され，細く⻑い⽕炎を形成した．θ = 10 及び 20 deg.に

おける融合した旋回⽕炎は，⾃由空間における融合⽕炎に⽐べて伸⻑しているこ

とが分かる．θ = 45 deg.の場合，10 及び 20 deg.に⽐べて弱い旋回⽕炎を形成した．

θ = 60 deg.の場合，⾃由空間の場合と同様に融合⽕炎を形成した． 

n = 4 の場合の⽕炎は，θ = 10 及び 20 deg.では，それぞれ 0 ≤ S/D ≤ 0.04 及び 0 ≤ 

S/D ≤ 0.08 が融合した旋回⽕炎を⽰している．また，それぞれ 0.08 ≤ S/D ≤ 0.27 及

び S/D = 0.27 が融合した弱い旋回⽕炎を⽰している．n = 6 の場合の結果と同様に，

θ = 20 deg.における融合した旋回⽕炎は，10 deg.に⽐べて⽕炎基部から先端にかけ

て⽕炎の収束が強化され，細く⻑い⽕炎を形成した．θ = 45 deg.では，0 ≤ S/D ≤ 0.08

が融合した弱い旋回⽕炎，S/D = 0.27 が独⽴した⽕炎を⽰している．θ = 60 deg.の

場合，⾃由空間の場合と同様に 0 ≤ S/D ≤ 0.08 が融合⽕炎，S/D = 0.27 が独⽴した

⽕炎を⽰している． 

n = 3 の場合の⽕炎は，θ = 10 及び 20 deg.では，それぞれ S/D = 0 及び 0 ≤ S/D ≤ 

0.05 が融合した旋回⽕炎を⽰している．また，それぞれ 0.05 ≤ S/D ≤ 0.32 及び 0.09 

≤ S/D ≤ 0.32 が融合した弱い旋回⽕炎を⽰している．n = 6 及び 4 の θ = 20 deg.の場

合に観察された細く⻑く伸びた融合した旋回⽕炎はあまり観察されず， 10 deg.の

場合に⽐べて顕著な差は⾒られなかった．θ = 45 deg.では，0 ≤ S/D ≤ 0.05 が融合し

た弱い旋回⽕炎，S/D = 0.09 が独⽴した⽕炎を⽰している．θ = 60 deg.の場合，⾃
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由空間の場合と同様に 0 ≤ S/D ≤ 0.09 が融合⽕炎，S/D = 0.32 が独⽴した⽕炎を⽰

している． 

以上の結果から，n = 6 及び 4 の場合，θ = 20 deg.における融合した旋回⽕炎は，

顕著に⽕炎基部から先端にかけて⽕炎の収束が強化され，細く⻑い⽕炎を形成す

ることが明らかになった．この⽕炎基部から先端にかけての⽕炎の収束の強化は，

n の減少に伴って縮⼩した． 
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n = 6 

 

n = 4 

 

n = 3 

 

図 3-9 融合した旋回⽕炎の発⽣範囲 
(D: 燃焼容器直径 [m], S: 分離距離 [m], 

 θ: 衝⽴⾓度 [degree], n: 燃焼容器数 [個]) 
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n = 6 
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n = 4 
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n = 3 

図 3-10 定常状態における⽕炎形状の代表例 

(D: 燃焼容器直径 [m], S: 分離距離 [m], θ: 衝⽴⾓度 [degree], n: 燃焼容器数[個]) 
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3. 4. 2 ⽕炎⾼さ 

図 3-11 に融合した旋回⽕炎及び融合した弱い旋回⽕炎の観測された θ = 10，20

及び 45 deg.において，S/D と⽕炎⾼さとの関係を⽰す．図 3-11(a)，(b)及び(c)は，

それぞれ n = 6，4 及び 3 の場合を⽰している．図中のドットは平均⾼さ，ひげの

上端及び下端はそれぞれ⽕炎⾼さの最⼤値及び最⼩値を⽰している． 

n = 6 及び 4 における θ = 10 及び 20 deg.の場合，平均⽕炎⾼さはわずかな S/D の

減少によって増⼤した．融合した旋回⽕炎は，S/D = 0(分離なし)において最も伸

⻑し，20 deg.の場合は 10 deg.に⽐べて⾼い結果となった．これは，融合した旋回

⽕炎の形成において，20 deg.では⽕炎同⼠の相互作⽤が強化されていることを⽰

している．他⽅，n = 3 の場合における 10 及び 20 deg.の場合，融合した旋回⽕炎

と融合した弱い旋回⽕炎の平均⽕炎⾼さには，n = 6 及び 4 のような S/D による明

瞭な差異がない．また，各 n における 45 deg.の場合の平均⽕炎⾼さは，ほぼ⼀定

であり，S/D に依存していない． 

n = 6 の場合は，いずれの θ においても⽕炎⾼さの最⼤値と最⼩値との差が，n = 

3 の⼩さい場合に⽐べて⼤きく，⽕炎の伸縮が顕著である．⽕炎の伸縮は，n に依

存していることがわかる． 
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θ = 10 deg. 

 

θ = 20 deg. 
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(b) n = 4 
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θ = 10 deg. 

 
θ = 20 deg. 

 

θ = 45 deg. 

(c) n = 3 

図 3-11 S/D による⽕炎⾼さの変化 

(D: 燃焼容器直径 [m], S: 分離距離 [m], θ: 衝⽴⾓度 [degree], n: 燃焼容器数[個]) 
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3. 4. 3 融合した旋回⽕炎の上昇気流速度 

図 3-12 は，実験装置中⼼軸における融合した旋回⽕炎の ΔT と上昇気流速度(um)

との関係を⽰している．図には，代表例として n = 6，θ = 10 deg.の場合における

S/D = 0，0.03，0.08 及び 0.13 の結果を⽰した．図中の線は，近似直線を⽰してい

る． 

S/D = 0 の場合，⽕炎は融合し旋回状態であり，ΔT がほぼ⼀定の状態から um が

ほぼ⼀定の状態をほとんど経ずに減衰域に変遷していることがわかる．つまり，

間歇⽕炎領域がほとんどないままにプリューム領域が形成されている．それ以外

の S/D では旋回状態が緩和され，um が⼀定の状態を経て um が減衰している．これ

は，融合した旋回⽕炎が連続⽕炎領域，間歇⽕炎領域及びプリューム領域を有す

ることを⽰している．また，プリューム領域では，いずれの S/D においても um は，

概ね ΔT 1/2 に⽐例することがわかる．したがって，融合した旋回⽕炎においても，

融合かつ伸⻑してもフルードモデルが適応でき，発熱速度は Q*モデルを⽤いるこ

とができる．このダイアグラムを利⽤することで，間歇⽕炎領域とプリューム領

域を分ける ΔT と⾼さを得ることができる． 

図 3-12 に⽰したような整理⼿法によって 3 つの領域の変化を⾒ると，McCaffrey

モデルの拡散⽕炎において認められた⽕炎中⼼軸に沿った ΔT と⾼さとの相似性 1)

は，S/D が変化する融合した旋回⽕炎では認められない．この結果は，n = 4 及び

3 においても同様の性状が得られている．融合した旋回⽕炎では，この拡散⽕炎に

⽐べて連続⽕炎領域の範囲が増加あるいは伸⻑し，間歇⽕炎領域の範囲が縮減し

ている．極めて⼩さい S/D の場合に連続⽕炎領域が増加している傾向にあること

から，分離距離の減少にともなって⽕炎同⼠の相互作⽤は強化されることが分か

る．この強化は，⽔平⽅向の旋回流と上昇気流の慣性⼒の増幅をもたらしている

と考えられる． 

  



66 
 

 

  

 

 

図 3-12 ΔT と実験装置中⼼軸に沿った上昇気流速度との関係 (n = 6, θ = 10 deg.) 
(D: 燃焼容器直径 [m], S: 分離距離 [m], um: 上昇気流速度 [m/s],  

ΔT: 温度 [K], n: 燃焼容器数 [個]) 
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3. 4. 4 融合した旋回⽕炎の⽕炎温度 

図 3-13 から図 3-15 は，融合した旋回⽕炎及び融合した弱い旋回⽕炎の発⽣範囲

における装置中⼼軸に沿った z/𝑄 / と ΔT の関係の結果を⽰している．この図は，

浮⼒によって駆動される⽕炎の中⼼軸に沿った温度減衰の特性に基づいて整理し

た結果を⽰している．図 3-13，図 3-14 及び図 3-15 はそれぞれ n = 6，4 及び 3 の

場合を⽰している．⽐較のため，McCaffrey1)により報告されているモデルを併記し

た．McCaffrey モデルでは，ΔT0 = ⼀定を連続⽕炎領域(z/𝑄 /  < 0.08)，ΔT0∝z-1 を

間歇⽕炎領域(0.08 < z/𝑄 /  < 0.2)及び ΔT0∝ z-5/3 をプリューム領域(0.2 < z/𝑄 / )と

して⽰している． 

図 3-13 に⽰すように n = 6 の θ = 10 及び 20 deg.の場合，融合した旋回⽕炎の発

⽣した範囲である 0 ≤ S/D ≤ 0.13 では，McCaffrey モデルの拡散⽕炎において認め

られた⽕炎中⼼軸に沿った ΔT と z との相似性は，S/D の変化に対して認められな

い．つまり，分離距離(S)によって，連続⽕炎領域，間歇⽕炎領域及びプリューム

領域の範囲が異なり，温度減衰が同⼀の曲線上に集まっていない．定性的ではあ

るが，S/D の⼩さい場合には，連続⽕炎領域(ΔT = ⼀定)が拡⼤し，間歇⽕炎領域

(ΔT ∝ z-1)が縮減していることがわかる．この結果は，3. 4. 3 項で⽰した um と ΔT

との関係を定量的に⽰した結果と⼀致している．θ = 45deg.の場合，10 及び 20 deg.

に⽐較して ΔT が低下しているが，これは θ = 45 deg.において融合した弱い旋回⽕

炎に歳差運動が伴ったことに基づくものと考えられる． 

図 3-14 に⽰すように n = 4 の θ = 10 及び 20 deg.の場合，融合した旋回⽕炎の発

⽣した範囲であるそれぞれ 0 ≤ S/D ≤ 0.04 及び 0 ≤ S/D ≤ 0.08 では，McCaffrey モデ

ルの拡散⽕炎において認められた⽕炎中⼼軸に沿った ΔT と z との相似性は，S/D

の変化に対して認められない．また，融合した弱い旋回⽕炎の発⽣範囲であるそ

れぞれ 0.08 ≤ S/D ≤ 0.27 及び S/D = 0.27 における ΔT は，融合した旋回⽕炎に⽐べ
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て低下しているが，これは弱い旋回⽕炎に歳差運動が伴ったことに基づくものと

考えられる．同様に θ = 45deg.の場合，融合した弱い旋回⽕炎に歳差運動が伴った

ことに起因して，ΔT が低下していると考えられる． 

図 3-15 に⽰すように n = 3 の θ = 10 の場合，S/D = 0 において融合した旋回⽕炎

が発⽣しているが，⽕炎基部付近の ΔT に低下が⾒られる．これは，融合した旋回

⽕炎に若⼲傾斜が加わった可能性が考えられる．他⽅，θ = 20 の場合，0 ≤ S/D ≤ 

0.05 において融合した旋回⽕炎が発⽣しているが，この範囲では⽕炎基部付近の

ΔT に歳差運動の影響は⾒られない．これは，10 deg.の S/D = 0 における⽕炎基部

付近の ΔT の低下は，衝⽴⾓度の影響であることを⽰している．後述するように，

10 deg.の場合に，⽕炎基部付近で循環が⼤きい．n = 3 の発熱量は，n = 6 及び 4 に

⽐べて⼩さいために，循環の影響が⼤きくなり，傾斜が⽣じたものと考えられる． 

n = 3 の θ = 20 deg.の場合，融合した旋回⽕炎の発⽣した範囲である 0 ≤ S/D ≤ 

0.05 では，McCaffrey モデルの拡散⽕炎において認められた⽕炎中⼼軸に沿った

ΔT と z との相似性は，S/D の変化に対して認められない．また， n = 3 の θ = 10 及

び 20 deg.の場合，融合した弱い旋回⽕炎の発⽣範囲であるそれぞれ 0.05 ≤ S/D ≤ 

0.32 及び 0.09 ≤ S/D ≤ 0.32 における ΔT は，融合した旋回⽕炎に⽐べて低下してい

るが，これは弱い旋回⽕炎に歳差運動が伴ったことに基づくものと考えられる．

同様に θ = 45deg.の場合，融合した弱い旋回⽕炎に歳差運動が伴ったことに起因し

て，ΔT が低下していると考えられる． 

以上のことから，融合した旋回⽕炎では，McCaffrey モデルの拡散⽕炎において

認められた⽕炎中⼼軸に沿った ΔT と⾼さとの相似性は，上昇速度と同様に実験装

置中⼼軸に沿った温度減衰から⾒ても認められないことが明らかになった．した

がって，融合した旋回⽕炎の⽕炎⾼さの推定は，従来の⽕炎⾼さを推定するモデ

ルを⽤いることが困難である． 
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S/D = 0                                   S/D = 0.03 

 

 
S/D = 0.08                               S/D = 0.13 

 

(a) n = 6, θ = 10 deg. 
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S/D = 0                                  S/D = 0.03 

 

 
S/D = 0.08                               S/D = 0.13 

 

(b) n = 6, θ = 20 deg. 
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   S/D = 0                                 S/D = 0.03 

 

 

 S/D = 0.08                                 S/D = 0.13 

 

(c) n = 6, θ = 45 deg. 

図 3-13 実験装置中⼼軸上の温度減衰 (n = 6) 

(z: ⾼さ [m], 𝑄: 発熱速度 [kW], S: 分離距離 [m], D: 燃焼容器径 [m], 

ΔT: 温度 [K], θ: 衝⽴⾓度 [degree]) 
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S/D = 0                                 S/D = 0.04 

 

 

S/D = 0.08                                S/D = 0.27 

 

(a) n = 4, θ = 10 deg. 
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   S/D = 0                                S/D = 0.04 

 

 

  S/D = 0.08                               S/D = 0.27 

 

(b) n = 4, θ = 20 deg. 
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 S/D = 0                                  S/D = 0.04 

 

 S/D = 0.08                                S/D = 0.27 

 

(c) n = 4, θ = 45 deg. 

図 3-14 実験装置中⼼軸上の温度減衰 (n = 4) 

(z: ⾼さ [m], 𝑄: 発熱速度 [kW], S: 分離距離 [m], D: 燃焼容器径 [m], 

ΔT: 温度 [K], θ: 衝⽴⾓度 [degree]) 
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    S/D = 0                                  S/D = 0.05 

 

S/D = 0.09                              S/D = 0.32 

 

(a) n = 3, θ = 10 deg. 
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 S/D = 0                                  S/D = 0.05 

 

 

S/D = 0.09                                S/D = 0.32 

 

(b) n = 3, θ = 20 deg. 
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 S/D = 0                                  S/D = 0.05 

 

 

 S/D = 0.09                               S/D = 0.32 

 

(c) n = 3, θ = 45 deg. 

図 3-15 実験装置中⼼軸上の温度減衰 (n = 3) 

(z: ⾼さ [m], 𝑄: 発熱速度 [kW], S: 分離距離 [m], D: 燃焼容器径 [m], 

ΔT: 温度 [K], θ: 衝⽴⾓度 [degree]) 
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3. 4. 5 開⼝部における循環 

循環(Γ)は，流れ場における旋回⽕炎の強さを⽰す指標として⽤いられている 2)．

任意の閉囲曲線(C)において，速度ベクトル(v)の C への接線⽅向の速度成分を vs，

C の微⼩要素ベクトルを ds とすると，循環は次式により表される．装置の半径(R)

の円を積分経路として，旋回⽕炎が R の円周上を⼀定速度で運動していると仮定

し，旋回⽕炎の循環は，測定した接線⽅向速度(vs)の平均値に R の円周を乗じて算

出した． 

𝛤 �⃗�･𝑑𝑠 𝑣 𝑑𝑠  ⋍  2𝜋𝑅𝑣                                        3 1  

図 3-16 は融合した旋回⽕炎の発⽣機序に対する随伴空気の影響を調べるために，

開⼝部における循環と⾼さとの関係を⽰している．図 3-16 に θ = 10, 20 及び 45 deg.

の場合を⽰す． 

n = 6 の場合，旋回流の発⽣に不可⽋な⽕炎基部付近の循環は，開⼝部の⼩さい

(θ の⼩さい)場合に⼤きな値が得られている．θ = 10 deg.では，循環は⽕炎基部で

増加し，⽕炎基部から離れると減少するが，20 deg.では，循環は⾼さによる変動が

⼩さい．これは 3.4.1 項で⽰した 10 deg.における融合した旋回⽕炎は，20 deg.に⽐

べて⽕炎基部から先端にかけての収束があまり維持できなくなっていることと⼀

致する．10 deg.の場合に，垂直⽅向の循環に勾配が⽣じた理由は，今後のさらなる

研究で明らかにする必要がある．この垂直⽅向の循環に⽣じた勾配は，n = 4 及び

3 の場合においても⽣じている． 

n =6, 45 deg.の場合，20 deg.に⽐較して循環の分散が⼤きいが，これは図 3-10 の

θ = 45 deg.に⽰すように融合した弱い旋回⽕炎に歳差運動が伴ったことに基づく

ものと考えられる．他⽅，n = 4 及び 3 の場合は，n = 6 の場合に⽐べて，循環の値
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が全体的に⼩さくなる傾向が認められたが，n の変化に伴う循環の値の傾向は似

ている． 

開⼝部を介した外気の総流⼊体積量を求めたところ，開⼝部における流⼊抵抗

を受け，n = 6，θ = 10 deg.の場合の総流⼊体積量は，最も少なく約 0.05 m3/s であ

り，この値は 20 deg.の場合の約 1/2，45 deg.の場合の約 1/3 であった． 

総流⼊体積量は，流⼊体積量に開⼝部数(16)を乗じて算出した値である．流⼊体

積量は，接線⽅向速度をさらに算術平均して⾼さ⽅向の平均を求め，開⼝部の断

⾯積を乗じて算出している．⼩さい開⼝部は，⽕炎に対して⼤きな循環を与える

が，流⼊体積量を制限する．この結果として，⼩さい開⼝部では⽕炎に⼤きな旋回

流が与えられるとともに，⽕炎への外気供給が遅くなるために，燃焼の終結が遅

れ，⽕炎は上⽅へ伸びると考えられる．また，θ = 45 deg.の場合，⾃由空間とほぼ

同様な外気供給があるため，⽕炎⾼さの伸⻑はほとんど形成されないと考えられ

る．したがって，10 及び 20 deg.の場合の融合した旋回⽕炎は燃料⽀配型，45 deg.

の場合の融合した弱い旋回⽕炎は換気⽀配型であり，両者を分ける⾓度は，今回

⽤いた装置では，20 deg.と 45 deg.との間にあると考えられる． 
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θ = 10 deg. 

 

θ = 20 deg. 

 

θ = 45 deg. 

図 3-16 開⼝部における⽔平⽅向の循環 (n = 6) 
(z: ⾼さ [m], Γ: 循環 [m2/s], D: 燃焼容器径 [m], S: 分離距離 [m],  

θ: 衝⽴⾓度 [degree], n: 燃焼容器数 [個]) 
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θ = 10 deg. 

 

θ = 20 deg. 

 

θ = 45 deg. 

図 3-17 開⼝部における⽔平⽅向の循環 (n = 4) 
(z: ⾼さ [m], Γ: 循環 [m2/s], D: 燃焼容器径 [m], S: 分離距離 [m],  

θ: 衝⽴⾓度 [degree], n: 燃焼容器数 [個]) 
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θ = 10 deg. 

 

θ = 20 deg. 

 

θ = 45 deg. 

図 3-18 開⼝部における⽔平⽅向の循環 (n = 3) 
(z: ⾼さ [m], Γ: 循環 [m2/s], D: 燃焼容器径 [m], S: 分離距離 [m],  

θ: 衝⽴⾓度 [degree], n: 燃焼容器数 [個]) 
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3. 4. 6 発熱速度 

図 3-19 は，θ = 10，20 及び 45 deg.の場合における発熱速度を⽰している．⽐較

のため，⾃由空間の場合の結果も⽰している． 

発熱速度の変化は，いずれの n においても θ = 10，20 deg.と 45 deg.の 2 つのグ

ループに分けられる．前者のグループの発熱速度は，S/D = 0 において最⼤値とな

り，S/D の増加とともに減少した．他⽅，後者のグループの発熱速度は，S/D = 0 に

おいて最⼩値となり，S/D の増加とともに増加した．この結果は，⾃由空間の場合

における発熱速度の傾向と同じである．両者を分ける⾓度は，20 deg.と 45 deg.と

の間にあると考えられる．n の増加は，両者を分ける⾓度を明確化している．

Kuwana ら 2)は，単⼀⽕源(エタノール)かつ弱い循環下では，旋回⽕炎の⽕炎⾼さ

は循環でなく発熱速度に依存することを述べている．今回の実験結果も⾒かけ上，

平均⽕炎⾼さは発熱速度に依存し，循環が依存していないように⾒える．しかし，

融合した旋回⽕炎においては，循環に基づく随伴空気が⽕炎同⼠の相互作⽤に変

化を与え，この変化が⽕炎⾼さに影響していると考えられる． 

⾃由空間における複数⽕源の融合⽕炎の発熱速度について Sugawa ら 3), 4)は，燃

焼容器数の少ない場合，分離距離の増加に伴って⾒かけ上の発熱速度は減少する

ことを報告している．他⽅，Liu ら 5)は⽕源の多い場合，分離距離の増加に伴って

発熱速度は増加することを報告している．すなわち，融合⽕炎の燃焼性状は，燃焼

容器数によって異なる性状を⽰す．今回⽤いた装置では，融合した旋回⽕炎の発

⽣する θ = 10，20 deg.では，燃焼容器数の少ない場合と同様に，分離距離の増加に

伴って発熱速度は減少した．しかし，燃焼容器数の少ない場合と異なり，わずかな

S/D の増加で著しく発熱速度は減少した．つまり，融合した旋回⽕炎の発⽣する θ 

= 10，20 deg.では，⽕源が密接していると，⽕炎の相互関係は強くなるとともに随

伴空気は⽕炎に旋回流を与え，旋回⽕炎を伸⻑させる．他⽅，⽕源が分離していく
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と，旋回流を与えていた随伴空気は⽕源と⽕源との間に流⼊し，⽕炎の融合を急

激に妨げる．この結果，0 ≤ S/D ≤ 0.1 においては，わずかな S/D の増加によって平

均⽕炎⾼さ及び発熱速度が減衰する．したがって，融合した旋回⽕炎の形成の複

雑性は，随伴空気による燃焼の促進と⽕源間への流れ込みの強化の競合によって

⽣じる影響が⼤きいと考えられる． 
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n = 3 

図 3-19 発熱速度 

(𝑄: 発熱速度 [kW], D: 燃焼容器径 [m], S: 分離距離 [m],  

θ: 衝⽴⾓度 [degree], n: 燃焼容器数 [個]) 
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3. 4. 7 ⽕炎⾼さの計算モデル 

図 3-20 は，無次元発熱速度(𝑄∗)と平均⽕炎⾼さ(Lm)との関係を⽰している.この

図には，n = 6，4 及び 3 の場合について，融合した旋回⽕炎及び融合した弱い旋回

⽕炎が発⽣した場合の平均⽕炎⾼さをプロットしている．換気⽀配型と考えられ

る θ = 45 deg では融合した弱い旋回⽕炎が起きているが，燃料⽀配型と考えられ

る 10 及び 20 deg.とは性状が異なるため，図中には含めていない． 

無次元発熱速度(𝑄∗)6)は，(3-2)式を⽕源の代表径(Dm)として，(3-3)式より得た．

今回の実験における⽕源の代表径(Dm)については，複数の円形の燃焼容器を軸対

称に配置し，分離距離(S)が容器径以下の範囲であることから，離合集散する⽕源

を⽕源⾯として想定した．この際，複数の容器内の燃料のそれぞれが同じ発熱速

度をもつとした．分離距離(S)が容器径以下の範囲としたことは，実験の結果から

分離距離が燃焼容器径の 1/3 程度に⾄ると融合した旋回⽕炎及び融合した弱い旋

回⽕炎が発⽣しなくなることが得られているためである．すなわち，今回の⽕源

の代表径では，分離距離が無限に⼤きくなることを想定していない．したがって，

⽕源の代表径は，図 3-21 に⽰すように分離距離のない(S = 0)場合及び分離距離の

ある(融合した旋回⽕炎及び融合した弱い旋回⽕炎の発⽣する分離距離)場合を考

慮し，両者の D，n 及び S の関係を再現できる(3-2)式を⽕源の代表径として想定

した．  

𝐷 𝑛𝐷 𝑆/𝐷 1                                                              3 2  

𝑄∗
𝑄

𝐶 𝜌 𝑇 𝑔𝐷 / ⋍
𝑄

1116𝐷 /                                   3 3  

ここで， 

cp  : 定圧⽐熱 [kJ/kgK] 

Dm : ⽕源の代表径 [m] 
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g  : 重⼒加速度 [m/s2] 

𝑄  : 発熱速度 [kW] 

T0  : 空気温度 [K] 

ρ0  : 空気密度 [kg/m3] 

条件によってばらつきがあるが，図 3-20 の 2 つの実線に⽰すように，Lm/Dm は

𝑄∗2/3 に⽐例することが分かった．この結果から，融合した旋回⽕炎の平均⽕炎⾼

さは(3-4)式のモデルによって予測可能である． 

𝐿 α 𝑄∗  𝐷    0.1 𝑄∗ 0.6                                       3 4  

𝛼  2.5  4.3                                                                            3 5  

(3-2)式を⽕源の代表径に⽤いた場合，α の値を 2.5-4.3 の範囲でとることで，平

均⽕炎⾼さの実測と計算とは概ね⼀致する．この式の適⽤範囲は取得した実験デー

タの範囲であり，0.1 ≤ 𝑄∗ ≤ 0.6 である．図 3-20 の融合した旋回⽕炎及び融合した

弱い旋回⽕炎のプロットの結果から⾒て，融合した旋回⽕炎の場合は α = 4.3，融

合した弱い旋回⽕炎の場合は α = 2.5 をとることで，これらの平均⽕炎⾼さを算出

することができる．これは，平均⽕炎⾼さの推計において，燃焼容器の数を考慮す

ることなく，算出できることを⽰している． 

⼀般的に⽕炎⾼さは線状⽕源の場合は，𝑄∗2/3 に⽐例 7)し，円形及び平⽅⽕源の

場合𝑄∗2/5 に⽐例 8)すること実験的に得られている．本実験のように離散的な円形

の配置である無次元発熱速度は，線状⽕源と同様な性状を⽰した．円周上に設置

した⽕源は円⽕源と⾒なすこともできるが，⽕炎を発⽣する⾯が，離隔 S を有し

て集合離散する配置を採るために，線状⽕源の性質を有している考えられる．主

たる随伴空気は⽕炎(円周上)の内外からであり，互いに独⽴して⽕炎に巻き込ま

れるので，線状⽕源の性質が現れたものと考えられる． 

  



89 
 

 

 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

図 3-20 融合した旋回⽕炎及び融合した弱い旋回⽕炎の無次元発熱速と 

無次元融合旋回⽕炎⾼さとの関係 (θ = 10, 20 deg.) 

(Q*: 無次元発熱速度 [-], Lm: 平均⽕炎⾼さ [m], Dm: ⽕源の代表径 [m],  

n: 燃焼容器数 [個], θ : 衝⽴⾓度 [degree], MFW: 融合した旋回⽕炎,  

WMFW: 融合した弱い旋回⽕炎) 
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図 3-21 ⽕源の代表径の設定 

（S: 分離距離 [m], D: 燃焼容器径 [m], Dm: ⽕源の代表径 [m]） 
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3. 5. 結⾔ 

本章では，円周に沿って軸対称に複数個の⽕源を配置した場合に発⽣する融合し

た旋回⽕炎の燃焼性状を調べ，融合した旋回⽕炎の発⽣条件を明確にするとともに

⽕炎⾼さを推定するモデルを開発した．本章における検討の結果は，以下のように

まとめられる． 

(1) 融合した旋回⽕炎は，θ = 10 及び 20 deg.の⼩さい開⼝部設定で，⼩さい S/D に

おいて発⽣した．θ = 45 では融合した弱い旋回⽕炎が発⽣したが，θ = 60 deg.

では，融合した旋回⽕炎及び融合した弱い旋回⽕炎とも発⽣しなかった． 

(2) θ = 20 deg.の場合に⽕炎同⼠の相互作⽤が最も強化され，S/D = 0 において融合

した旋回⽕炎の⾼さは最も伸⻑した． 

(3) 融合した旋回⽕炎では，McCaffrey モデルの拡散⽕炎に⽐べて連続⽕炎領域の

範囲が増加し，間歇⽕炎領域の範囲が縮減した．プリューム領域における減衰

は McCaffrey モデルの拡散⽕炎に⽐べて速い． 

(4) θ = 10 及び 20 deg.では，⽕炎に⼤きな旋回流が与えられるとともに⽕炎への外

気供給が遅くなるために，⽕炎は上⽅へ伸びた． 

(5) θ = 10 及び 20 deg.における発熱速度は，S/D = 0 において最⼤値となり，S/D の

増加とともに減少した．他⽅，θ = 45 deg.における発熱速度は，⾃由空間と同

様に S/D = 0 において最⼩値となり，S/D の増加とともに増加した． 

(6) 無次元融合旋回⽕炎⾼さ(Lm/Dm)は，Q*2/3 に⽐例することが明らかになった． 

(7) 平均⽕炎⾼さ(Lm)を計算することが可能になった． 
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第４章 

融合した旋回⽕炎の性状を利⽤した排煙⼿法の提案 
 

 

4. 1. アトリウムを対象としたケーススタディ 

第 3 章では，融合した旋回⽕炎は細く⻑く伸び，その平均⽕炎⾼さは最⼤で融合

⽕炎の約 1.6 倍の⾼さになる性状をもつことを明らかにした．また，融合した旋回⽕

炎は，McCaffrey モデルの拡散⽕炎に⽐べて，プリューム領域における温度減衰が速

いことを明らかにした．アトリウム・モールのような⼤規模空間で複数同時⽕災に

よる融合⽕災の発⽣を想定した場合，融合した旋回⽕炎のこれらの性状を利⽤する

ことで排煙を効果的に⾏うことができる可能性がある．すなわち，複数同時⽕災が

発⽣した場合，⽕源群の⽕炎を中央に集めて融合させ，旋回を⽣じさせることで，

建物躯体への熱的ダメージを抑えながら⾃然に熱気流を⼤規模空間上⽅に設置した

排煙⼝から屋外に排出することができる可能性がある． 

このような排煙が可能になれば，⼤規模空間内における熱気流の降下時間を遅ら

せることができ，在館者の避難時間及び消防隊の到着までの時間の確保が図れるも

のと考えられる．従来の排煙設備と併⽤すれば、より⾼い効果が期待できるであろ

う．そこで，本章ではアトリウム・モールの⽕災安全対策に寄与するものとして，本

研究成果を活⽤した排煙⼿法の提案をケーススタディに検討を⾏う．具体的には，

第 3 章で⽰した融合した旋回⽕炎の平均⽕炎⾼さのモデル式を活⽤してモデルアト

リウムの天井付近のプリュームの温度及び上昇速度を求めることで，旋回⽕炎の性

状を利⽤した⾃然排煙の適応可能性を明らかにし，新しい排煙⼿法の提案を⾏う． 
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4. 2. モデルアトリウムの空間構成 

モデルアトリウムの断⾯図及び平⾯図を図 4-1(a)及び(b)に⽰す．モデルアトリウ

ムの空間構成は低層のアトリウムを想定した．想定に際しては江川 1)及び Richard2)

の著書を参考とした．アトリウムの⾼さを 28 m，階数を 5 階，階⾼さを 5 m 及び床

⾯積を 625 m2 (25 m×25 m)とした．アトリウムの天井には 2 箇所の排煙⼝を備えた

⾼さ 3 m の蓄煙空間を配置した．アトリウムを構成する壁は，耐⽕構造とした． 

アトリウム底部の⽕源は円形の物販ブースとし，直径(D)を 2 m，物販ブース数(n)

を 6 個とした．6 個の物販ブースは，図 4-1 に⽰すように，円周に沿って軸対称に配

置した．物販ブースの S/D は，0 及び 0.13 を代表例とした．この場合の⽕源の代表径

(Dm)は，(3-2)式よりそれぞれ 12.0 及び 13.6 m となる． 

 

 

4. 3. ⽕源設定 

今回のモデルの定常⽕源は，6 個の物販ブースはそれぞれ同じ発熱速度をもつ設

定とし，6 個の物販ブースの S/D = 0(分離距離なし)の場合における発熱速度(𝑄)の値

を 7.0 MW とした．この値の推算に際しては，物販店舗の単位⾯積当たりの発熱速

度(⽊質系可燃物に換算)である 243.6 kW/m2 2)を参考とした．実際の物販ブースでは，

⽊質系可燃物に⽐べて発熱量の⼤きいプラスチック製品が置かれていることを考慮

し，今回は物販ブースの単位⾯積当たりの発熱速度を 370 kW/m2 と想定して，S/D = 

0 の場合における発熱速度の値を求めた．また，物販ブースに多くのプラスチック製

品を置いている場合を仮定して，S/D = 0 の場合における発熱速度の値を 14.0 MW と

したモデルの定常⽕源についても検討した．なお，⽕源に向かって流れる随伴空気

については，衝⽴⾓度(θ)が 10 deg.の場合を想定した． 
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今回のモデルにおける定常⽕源では，発熱速度が S/D の増加に伴って変化する．

そのため，発熱速度の算出に際しては，図 3-17(a)に⽰した n = 6，θ = 10 deg.の場合

における融合した旋回⽕炎の発⽣範囲である 0 ≤ S/D ≤ 0.13 の発熱速度と S/D の関係

を⽰した(4-1)式を援⽤した．  

𝑄   5𝛽 𝑆/𝐷 .     0  𝑆/𝐷  0.13                                                4 1  

𝛽 805.6 𝑄 7MW, 𝑆/𝐷 0 , 1611.2 𝑄 14MW, 𝑆/𝐷 0         4 2  

図 4-2 は(4-1)式に基づいて求めたモデルの定常⽕源の発熱速度と S/D の関係を⽰

している．この図から，S/D = 0 の場合における発熱速度の値を 7.0 MW としたモデ

ルの定常⽕源では，S/D = 0.13 の場合における発熱速度の値は，4.7 MW を得た．ま

た，S/D = 0 の場合における発熱速度の値を 14.0 MW としたモデルの定常⽕源では，

S/D = 0.13 の場合における発熱速度の値は，9.5 MW を得た．後述する無次元発熱速

度及びプリューム領域の温度は，この図の発熱速度の結果に基づいて算出している． 
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(a) モデルアトリウムの平⾯図 

 

(b) モデルアトリウムの断⾯図 

図 4-1 モデルアトリウムの空間構成 

物販ブース
(n = 6)

25 m

25 m

D

Dm
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図 4-2 モデル⽕源における S/D と発熱速度との関係 

(D: 燃焼容器径 [m] S: 分離距離 [m], 𝑄: 発熱速度 [kW]) 
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4. 4 ⽕炎⾼さ 

⽕源の代表径(Dm)及び無次元発熱速度(𝑄∗)を求める式は，3. 4. 7 項において既出

であるがここで再度記述する．  

𝐷 𝑛𝐷 𝑆/𝐷 1                                                        3 2  

𝑄∗
𝑄

𝐶 𝜌 𝑇 𝑔𝐷 / ⋍
𝑄

1116𝐷 /                             3 3  

無次元発熱速度の算出に際して，発熱速度は図 4-2，⽕源の代表径は(3-2)式から得

た．ここで，S/D = 0 及び 0.13 である． 

平均⽕炎⾼さ(Lm)を求める式も 3. 4. 7 項において既出であるがここで再度記述す

る．今回のケーススタディにおいては，融合した旋回⽕炎を想定して，(3-4)式の α

は 4.3 とした． 

𝐿 α 𝑄∗  𝐷    0.1 𝑄∗ 0.6                            3 4  

図 4-3 は(3-4)式から算出した融合した旋回⽕炎の平均⽕炎⾼さを⽰している．こ

の結果から，S/D = 0 における発熱速度を 7.0 MW としたモデルの定常⽕源の場合，

平均⽕炎⾼さは，S/D = 0 では 2.9 m (𝑄 = 7.0 MW)，S/D = 0.13 では 1.8 m (𝑄 = 4.7 MW)

を得た．また，S/D = 0 における発熱速度を 14.0 MW としたモデルの定常⽕源の場

合，平均⽕炎⾼さは，S/D = 0 では 4.6 m (𝑄 = 14.0 MW)，S/D = 0.13 では 2.9 m (𝑄 = 

9.5 MW)を得た． 

図 4-3 において⽰した S/D と Lm との関係は，第 3 章において⽰した S/D と平均⽕

炎⾼さの関係を⽰した性状と同様であり，旋回⽕炎の平均⽕炎⾼さの計算モデル式

(3-3)式を⽤いることで，平均⽕炎⾼さを推定可能であることが確認できた． 
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図 4-3 モデル⽕源における S/D と⽕炎⾼さとの関係 

(D: 燃焼容器径 [m], S: 分離距離 [m], Lm: 平均⽕炎⾼さ [m], 𝑄: 発熱速度 [kW]) 

0

2

4

6

8

0 0.1 0.2 0.3

S/D  [-]

L
m

[m
]

火源モデル, Q = 14.0 MW (S/D = 0)
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4. 5 プリューム領域の温度減衰 

図 4-4 は，n = 6, θ = 10 deg.の場合，S/D = 0 及び 0.13 における融合した旋回⽕炎の

プリューム領域の温度を算出するために，図 3-13 のプリューム領域の温度に対して

近似直線(橙⾊)を追記したものである．図中の近似直線に⽰したように融合した旋

回⽕炎のプリューム領域における温度減衰は-5/2 乗に⽐例していることがわかる．

なお，McCaffrey モデルの拡散⽕炎の温度減衰は-5/3 乗に⽐例している． 

融合した旋回⽕炎のプリューム領域の温度は，図中の近似直線から求めた．4-3 式

及び 4-4 式は，それぞれ S/D = 0 及び 0.13 におけるプリューム領域の温度の近似直

線式を⽰している． 

𝛥𝑇 17.0 𝑧 𝑄 /⁄    0.21 𝑧 𝑄 /⁄ 0.54                             4 3  

𝛥𝑇 15.7 𝑧 𝑄 /    0.23 𝑧 𝑄 /⁄ 0.62                            4 4  

(4-3)式及び(4-4)式の適⽤範囲は取得した実験データの範囲であり，それぞれ

0.21 𝑧 𝑄
2/5

⁄ 0.54及び0.23 𝑧 𝑄
2/5

⁄ 0.62である． 

図 4-5 は，モデルアトリウムの⾼さ(z)と⽕炎軸上のプリューム領域の温度(ΔT)と

の関係を⽰している．図には，S/D = 0 の場合における発熱速度の値を 7.0 及び 14.0 

MW としたモデルの定常⽕源について，S/D = 0 ((4-3)式)及び S/D = 0.13 ((4-4)式)の

結果を⽰している．プリューム領域の温度の計算に際しての発熱速度の値について

は 4.3 項で⽰したように，発熱速度 7.0 MW のモデルの場合，S/D = 0 及び S/D = 0.13

ではそれぞれ 7.0 及び 4.7 MW，14.0 MW のモデルの場合，S/D = 0 及び S/D = 0.13 で

はそれぞれ 14.0 及び 9.5 MW を⽤いた．図中の破線は，(4-3)式及び(4-4)式に基づく

推定値(取得した実験データの適⽤範囲外であるが，近似直線上にのっている)を⽰

している．なお，この図の作製に際しては，算出した融合した旋回⽕炎の平均⽕炎
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⾼さに基づく連続⽕炎領域の⾼さの範囲を考慮した上で，プリューム領域の範囲を

決定している． 

図 4-4 に⽰すように，天井に設置された排煙⼝付近の温度(ΔT)は，発熱速度 7.0 

MW のモデルの場合，S/D = 0 及び S/D = 0.13 ではそれぞれ 28.9 及び 17.9 K，14.0 

MW のモデルの場合，S/D = 0 及び S/D = 0.13 ではそれぞれ 54.9 及び 34.3 K である

ことがわかった．これらの結果は，今回想定した⽕災が起きた場合においては，ア

トリウムの蓄煙空間及び天井付近まで熱気流が拡散していることを⽰している．ま

た，構造躯体に顕著な熱的ダメージを与える可能性が低いことを⽰している． 
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S/D = 0 

 

S/D = 0.13 

図 4-4 プリューム領域の温度の近似直線 

(z: ⾼さ [m], 𝑄: 発熱速度 [kW],ΔT: 温度 [K],  

S: 分離距離 [m], D: 燃焼容器径 [m]) 
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図 4-5 モデルアトリウムの⾼さとプリューム領域の温度との関係 

(z: ⾼さ [m], ΔT: 温度 [K], S: 分離距離 [m],  

D: 燃焼容器径 [m], 𝑄: 発熱速度 [kW]) 
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4. 6 プリューム領域の上昇気流速度 

0 ≤ S/D ≤ 0.13 における⽕炎軸状のプリューム領域の上昇気流速度は，図 3-12 に⽰

した近似直線から，(4-5)式によって表すことができる．そこで，今回のモデルアト

リウムにおけるプリューム領域の上昇気流速度の算出には，(4-5)式を⽤いた． 

𝑢 0.1 𝛥𝑇 /                                                      4 5  

図 4-6 は，モデルアトリウムの⾼さ(z)と⽕炎軸上のプリューム領域の上昇気流速

度(um)の関係を⽰している．図には，S/D = 0 の場合における発熱速度の値を 7.0 及

び 14.0 MW としたモデルの定常⽕源について，S/D = 0 及び S/D = 0.13 の結果を⽰し

ている．プリューム領域の上昇気流速度の計算に際してのプリューム領域の温度

(ΔT)の値については 4.4 項で⽰した結果を⽤いた．図中の破線は，(4-5)式に基づく

推定値(取得した実験データの適⽤範囲外であるが，近似直線上にのっている)を⽰

している． 

図 4-6 に⽰すように，天井に設置された排煙⼝付近の上昇速度(um)は，発熱速度

7.0 MW のモデルの場合，S/D = 0 及び S/D = 0.13 ではそれぞれ 0.54 及び 0.42 m/s，

14.0 MW のモデルの場合，S/D = 0 及び S/D = 0.13 ではそれぞれ 0.74 及び 0.59 m/s で

あることがわかった．これらの結果は，今回想定した⽕災が起きた場合においては，

融合した旋回⽕炎が⾃然に排煙可能な⽔準の上昇速度を熱気流に与えていることを

⽰している．すなわち，⾼温の熱気流を効率よくかつ機械式の排煙装置に頼らず天

井の排煙⼝から逃がすことが可能である．機械式の排煙設備と併⽤すれば，より⾼

い効果が期待でき，在館者の避難時間及び消防隊の到着までの⼗分な時間を確保す

ることが可能になると考えられる． 

以上のことから，融合した旋回⽕炎を利⽤した新しい排煙⼿法の有⽤性が明らか

になり，今後のアトリウムの⽕災安全対策に寄与できる成果が得られた．従来の⾃

然式換気設備及び機械式換気設備に加えて，開⼝部から⽕源付近に接線⽅向にある
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程度の速度を与えることができる設備を設置し，物販ブースのレイアウトを考慮す

ることで，今回⽰した新しい排煙⼿法を活⽤した効果的な排煙ができるものと考え

られる。 
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図 4-5 モデルアトリウムの⾼さとプリューム領域の上昇気流速度との関係 

(z: ⾼さ [m], um: 上昇気流速度 [m/s], S: 分離距離 [m],  

D: 燃焼容器径 [m], 𝑄: 発熱速度 [kW]) 
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4. 7 結⾔ 

本章では，アトリウム・モールの⽕災安全対策の策定に寄与するものとして，開

発した平均⽕炎⾼さモデルを⽤い，加えて本研究の成果を活⽤して，融合した旋回

⽕炎の性状を利⽤した新しい排煙⼿法の提案をケーススタディに検討した．検討の

結果は，以下のようにまとめられる．  

(1) 融合した旋回⽕炎によって形成された熱気流は，アトリウムの蓄煙空間及び

天井付近まで拡散することが明らかになった．また，熱気流の温度から⾒て，

構造躯体に顕著な熱的ダメージを与える可能性が低いことが明らかになった． 

(2) 融合した旋回⽕炎が⾃然に排煙可能な⽔準の上昇速度を熱気流に与えている

ことがわかった．⾼温の熱気流を効率よくかつ機械式の排煙装置に頼らず天

井の排煙⼝から逃がすことが可能であることが⽰された． 

(3) 融合した旋回⽕炎の性状を利⽤した新しい排煙⼿法は，今後のアトリウムの

⽕災安全対策の策定に寄与できることが⽰された． 

 

  



108 
 

参考⽂献 

1) 江川勝雄: "アトリウムの計画とデザイン", 株式会社建築技術, 1993. 

2) Richard, S.: "Atrium Buildings, Development and Design", Second Edition, Van Nostrand 

Reinhold, 1987. 

3) ⽇本建築学会: "⽕災性状予測ハンドブック", ⽇本建築学会, pp. 15 - 24, 2018. 

 

  



109 
 

 

第５章 

総括 
 

 

5. 1. 各章の結論 

複数同時⽕災による融合⽕災が⽣じた場合，融合⽕災に起因した気流の偏向によ

って融合⽕炎に⾓速度成分をもつ気流が与えられた場合，融合⽕炎に旋回が起きる．

融合した旋回⽕炎は単に融合した⽕炎に⽐べて，燃焼速度が⼤きくなり，⽕炎⾼さ，

放射熱流束及び煙量が増⼤するため，被害規模は⼤きくなる可能性が⾼い．しかし

ながら，これまで融合した旋回⽕炎に関する研究例は少なく，その性状は不明確な

ままであり，⽕災危険性を評価するための指標がなかった．本論⽂において，複数

⽕源の融合による旋回⽕炎の発⽣条件を明確にすることで平均⽕炎⾼さのモデルを

開発できたこと，このモデルを活⽤して新しい排煙⼿法を提案できたことは，これ

まで扱われてこなかった分野における⽕災安全対策の策定に寄与するところが⼤き

い． 

本論⽂では，半径⽅向に対して調整可能な⾓度で配置された衝⽴を⽤いて⽕炎に

旋回流を与え，円周に沿って軸対称に複数個の⽕源を配置した場合に発⽣する融合

した旋回⽕炎の燃焼性状を実験的に調べ，複数⽕炎が融合した旋回⽕炎の発⽣条件

を⽰すとともに平均⽕炎⾼さを推定するモデル及び新しい排煙⼿法を提案した．以

下に各章の結論を⽰す． 
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1．形成される旋回⽕炎の空間的な特性の実験的検討 

⽕炎の旋回には，衝⽴⾼さと発熱速度が関係することを定量的に⽰し，衝⽴

⾼さと発熱速度との関係によって，⽕炎の旋回性及び⽕炎⾼さが決定されるこ

とを明確にした．基部から先端まで旋回の発⽣条件は，衝⽴⾼さと発熱速度の

関係がそれぞれ h/Lm > 1.1 及び𝑄/𝑄  > 1.6 である． 

 

2．融合した旋回⽕炎の発⽣条件に関する検討 

複数⽕源の融合による旋回⽕炎は，衝⽴⾓度が狭い，すなわち気流の偏向が

⼤きく，⽕源の分離距離が⼩さい場合に発⽣することを⽰した．θ = 20 deg.の場

合に⽕炎同⼠の相互作⽤が最も強化され，分離距離のない場合(S/D = 0)におい

て融合した旋回⽕炎の⾼さは最も伸⻑した．衝⽴⾓度の狭い場合，⽕炎に⼤き

な旋回流が与えられるとともに開⼝部の断⾯積が⼩さいために⽕炎への外気供

給が遅くなる．そのため，燃焼の集結が遅れ，融合した旋回⽕炎は上⽅へ伸び

たものと考えられた．θ = 45 では融合した弱い旋回⽕炎の発⽣が認められたが，

θ = 60 deg.では，融合した旋回⽕炎及び融合した弱い旋回⽕炎とも発⽣が認めら

れなかった．θ = 10 及び 20 deg.の場合の融合した旋回⽕炎は燃料⽀配型，45 deg.

の場合の融合した弱い旋回⽕炎は換気⽀配型であると考えられる． 

また，θ = 10 及び 20 deg.における発熱速度は，分離距離のない場合おいて最

⼤値となり，分離距離の増加とともに減少した．⽕炎に旋回流を与えていた随

伴空気は，⽕源の分離距離の増加に伴って⽕源と⽕源との間に流⼊して，⽕炎

の融合を急激に妨げたために，平均⽕炎⾼さ及び発熱速度が減衰したものと考

えられた． 

融合した旋回⽕炎では，McCaffrey モデルの拡散⽕炎に⽐べて連続⽕炎領域の

範囲が増加し，間歇⽕炎領域の範囲が縮減した．この旋回⽕炎のプリューム領
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域における減衰は，McCaffrey モデルの拡散⽕炎に⽐べて速いことが明らかにな

った． 

 

3．融合した旋回⽕炎の⽕炎⾼さの推定に関する検討 

複数の円形の燃焼容器を軸対称に配置した場合の⽕源の代表径を⽰し，実験

的に得られた無次元発熱速度と平均⽕炎⾼さの関係を整理し，無次元融合旋回

⽕炎⾼さは無次元発熱速度の 2/3 乗に⽐例することを明確にした．この結果か

ら，融合した旋回⽕炎の平均⽕炎⾼さを予測できるモデル式を開発した．平均

⽕炎⾼さの実測と計算とは概ね⼀致することを⽰した． 

 

4．融合した旋回⽕炎の性状を利⽤した排煙⼿法の提案 

アトリウム及びモールの⽕災安全対策の策定に寄与するものとして，開発

した平均⽕炎⾼さモデルを⽤い，加えて本研究の成果を活⽤して，融合した旋

回⽕炎の性状を利⽤した新しい排煙⼿法を提案した．開発した平均⽕炎⾼さ

モデルによって設計⽕源に基づいた平均⽕炎⾼さが算出可能となり，算出し

た平均⾼さから，モデルアトリウム天井付近におけるプリューム領域の温度

及び上昇気流速度を明らかにした．この結果から，融合した旋回⽕炎の性状を

利⽤すると，⾼温の熱気流を効率よくかつ機械式の排煙装置に頼らず天井の

排煙⼝から逃がすことが可能であった．融合した旋回⽕炎の性状を利⽤した

新しい排煙⼿法は，今後のアトリウムの⽕災安全対策の策定に寄与できるこ

とが⽰された． 
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